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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して 

   いない。 

   ２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

       

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

前第２四半期 
連結累計期間

第83期
当第２四半期 
連結累計期間

第82期
前第２四半期 
連結会計期間

第83期 
当第２四半期 
連結会計期間

第82期

会計期間

 自 平成21年
    ４月１日 
 至 平成21年 
    ９月30日 

自 平成22年
    ４月１日 
 至 平成22年 
    ９月30日 

自 平成21年
    ７月１日 
 至 平成21年 
    ９月30日 

自 平成22年 
    ７月１日 
 至 平成22年 
    ９月30日 

 自 平成21年
    ４月１日 
 至 平成22年 
    ３月31日 

売上高 (百万円) 97,505 93,475 54,112 55,087 225,891 

経常利益 (百万円) 2,555 367 1,470 785 7,007 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失（△） 

(百万円) 1,546 △77 1,247 272 4,102 

純資産額 (百万円) ― ― 87,848 89,342 90,409 

総資産額 (百万円) ― ― 209,380 201,267  212,562   

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,168.55 1,191.56 1,202.57 

１株当たり四半期(当期)純利
益又は四半期純損失（△） 

(円) 20.78 △1.04 16.75 3.67 55.12 

潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 41.5 43.9 42.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,244 △160 ― ― 10,972   

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,149 △3,334 ― ― △3,062

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,343 △1,987 ― ― △6,361

現金及び現金同等物の四
半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 11,563 8,925 14,360 

従業員数  (人) ― ― 7,833 7,954 7,739 
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当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はない。 

 また、主要な関係会社に異動はない。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

                       平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

     ２ 当社グループ外への出向者（100人）を除いて表示している。  

  

  

(2) 提出会社の状況 

                       平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

     ２ 社外への出向者（217人）を除いて表示している。  

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(人) 7,954

従業員数(人) 5,463
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第２ 【事業の状況】 

  

(1) 受注実績 
  

   

(2) 売上実績 
  

   

   

(3) 繰越工事高 
  

   

 (注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

  ２ 当連結企業集団では設備工事業以外は受注生産を行っていない。 

  ３ 当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

  ４ 本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日)

金額(百万円) 

設備工事業 65,788   （―） 

リース事業 ―   （―） 

その他 ―   （―） 

合計 65,788   （―） 

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日)

金額(百万円) 

設備工事業 51,856   （―） 

リース事業 1,670   （―） 

 その他 1,561   （―） 

合計 55,087   （―） 

      総売上実績に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上実績及びその割合は、次のとおりである。

相手先

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

九州電力㈱ 13,225 24.4 13,516 24.5

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

金額(百万円)

設備工事業 139,528   （―） 

リース事業 ―   （―） 

その他 ―   （―） 

合計 139,528   （―） 
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 
  

設備工事業における受注工事高及び完成工事高の状況 

(1) 受注工事高、完成工事高及び繰越工事高 

  

 
  

(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。 

  
(2) 受注工事高 
  

 
  

(注) １ 受注工事高のうち主なものは、次のとおりである。 
  

    前第２四半期会計期間 請負金額 ５億円以上の主なもの 

期別 区分
期首繰越
工事高 
(百万円)

期中受注
工事高 
(百万円)

 
計 

(百万円)

期中完成 
工事高 
(百万円)

期末繰越  
工事高  
(百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年９月30日)

配電線工事 615 25,931 26,546 25,498 1,047

屋内線工事 70,159 53,896 124,056 41,123 82,932

空調管工事 32,671 30,516 63,187 21,831 41,356

計 103,446 110,344 213,790 88,454 125,336

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日)

配電線工事 609 26,695 27,305 26,145 1,159

屋内線工事 64,031 58,825 122,857 39,145 83,711

空調管工事 35,221 33,874 69,096 18,617 50,478

計 99,862 119,396 219,258 83,908 135,349

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

配電線工事 615 53,575 54,190 53,581 609

屋内線工事 70,159 94,181 164,340 100,309 64,031

空調管工事 32,671 51,775 84,446 49,224 35,221

計 103,446 199,531 302,978 203,115 99,862

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間(百万円) 合計
(百万円)九州電力㈱ 一般民間会社 計

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日)

配電線工事 0 12,762 543 13,306 13,307

屋内線工事 6,282 219 19,583 19,802 26,084

空調管工事 3,254 157 11,628 11,785 15,040

計 9,537 13,139 31,755 44,894 54,432

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日)

配電線工事 1 13,187 438 13,625 13,626

屋内線工事 11,538 186 18,691 18,877 30,415

空調管工事 2,092 169 17,517 17,686 19,779

計 13,632 13,542 36,646 50,189 63,822

 薩摩川内市 汚泥再生処理センター施設整備運営事業 

 国土交通省 海上保安庁海洋情報部庁舎（仮称）電気設備工事 

 日田市 
平成21年度 日田市地域情報基盤整備事業 センター施設整備

工事 

  

    当第２四半期会計期間 請負金額 10億円以上の主なもの

 
日本赤十字社

熊本赤十字病院こども医療センター及び新救命救急センター

増改築工事（電気・機械設備工事） 

 清水建設㈱ 銀座歌舞伎座建替準備（空調換気設備） 

 
伊仙町 

平成22年度 地域情報通信基盤整備推進交付金事業（電気通

信工事） 

 
日之影町 

平成21年度 地域情報通信基盤整備推進交付金事業 ひのか

げケーブルネットワーク基盤整備工事 
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(3) 完成工事高 

  

 
  

(注) １ 完成工事高のうち主なものは、次のとおりである。 

  

     前第２四半期会計期間 請負金額 10億円以上の主なもの 

 
  

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ 

る。 

  

     前第２四半期会計期間   九州電力㈱  12,902百万円  25.9％ 

     当第２四半期会計期間   九州電力㈱  13,187百万円  26.5％   

  
(4) 繰越工事高（平成22年９月30日現在） 

  

 
  
(注) １ 繰越工事高のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりである。 

  

期別 区分
官公庁
(百万円)

民間(百万円) 合計
(百万円)九州電力㈱ 一般民間会社 計

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日)

配電線工事 0 12,490 564 13,054 13,055

屋内線工事 3,373 217 19,035 19,253 22,626

空調管工事 839 194 13,016 13,210 14,049

計 4,213 12,902 32,615 45,518 49,731

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日)

配電線工事 1 12,921 464 13,385 13,387

屋内線工事 5,420 155 19,128 19,283 24,703

空調管工事 819 109 10,650 10,759 11,579

計 6,240 13,187 30,242 43,429 49,670

 清水建設・奥村組建設共同企業体
三田小山町東地区第一種市街地再開発事業 空調換気・給

排水衛生設備工事 

 ㈱トクヤマ ＳＥ―９反応電源装置他電気工事 

  

     当第２四半期会計期間 請負金額 ５億円以上の主なもの 

 
大成建設㈱

二子玉川東地区第一種市街地再開発事業に係る施設建築物
新築工事（Ⅲ街区）（電気設備） 

 
参議院新議員会館特定建設工事共同
企業体 

参議院新議員会館整備（電気設備） 

 大成建設㈱ 東京国際エアカーゴターミナル新築（電気設備）

 
学校法人 中村学園 

中村学園女子高等学校校舎新築工事（電気設備・機械設
備） 

 
松尾建設㈱

東福岡高校新校舎建設（電気設備・空気調和設備・給排水
衛生設備） 

区分
官公庁 
(百万円)

民間(百万円) 合計
(百万円)九州電力㈱ 一般民間会社 計

配電線工事 - 1,058 101 1,159 1,159

屋内線工事 30,327 346 53,038 53,384 83,711

空調管工事 5,338 2,984 42,156 45,140 50,478

計 35,665 4,389 95,295 99,684 135,349

 清水建設㈱ 丸の内１―４計画準備（電気設備） 平成24年１月完成予定

 
博多駅ビル（仮称）

新築工事共同企業体 
博多駅ビル（仮称）新築工事（電気設備・給排水衛
生設備・空調換気設備） 

平成23年２月 〃

 大成建設㈱ 丸の内2丁目計画（仮称）新築工事（電気設備） 平成24年４月 〃

 壱岐市 壱岐市地域情報通信基盤整備工事 平成23年３月 〃

 戸田建設㈱ 
東洋海事汐留プロジェクト 電気・空調・衛生設備

工事 
平成23年３月 〃
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当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。 

 なお、重要事象等は存在していない。 

  
  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  
  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものである。 

  
(1) 業績の状況 

当第２四半期におけるわが国の経済は、新興国向け輸出の拡大やエコ関連補助金政策の効果に加え、

猛暑特需が追い風となり、緩やかな回復の動きを続けたものの、一方では円高・株安や米欧景気の減速

などの下押し圧力を背景に、景気停滞感が広まる状況で推移した。 

 このような情勢下、建設業界においては、依然として低調な民間設備投資や公共工事の減少も相俟っ

て、受注・価格競争が一段と激しさを増すなど、環境改善の糸口を見い出せない状況が続いている。 

そのような中、当社グループは厳しい受注環境を予測し、本年度の緊急課題に「目標利益の確保」を

掲げ、工事量の確保・拡大、工事原価・経費の削減など、収支両面に亘る取組みに全力を傾注してき

た。 

 その結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、下記の通りとなった。 

〔連結業績〕 

  工事受注高     657億88百万円（前年同期実績 569億 8百万円）  

  売 上 高     550億87百万円（前年同期実績 541億12百万円） 

  営 業 利 益      1億52百万円（前年同期実績 営業利益 9億61百万円） 

  経 常 利 益      7億85百万円（前年同期実績 経常利益 14億70百万円） 

  四半期純利益     2億72百万円（前年同期実績 四半期純利益 12億47百万円） 

  
各セグメント別の業績は、次のとおりである。 

（設備工事業） 

売上高の状況は、配電線工事が堅調に推移し、また、屋内線工事や空調管工事でも、手持工事が順次

進捗又は竣工引渡しを終えたことから、当第２四半期連結会計期間における完成高は、518億56百万円

となった。 

 セグメント利益は、コスト削減等の収益改善に努めたものの、競争激化による工事採算性の低下など

から、13百万円となった。 

（リース事業） 

売上高の状況は、依然として低調な民間設備投資の状況などから、16億70百万円となった。 

 セグメント利益は、与信コストが改善したことから、2億14百万円となった。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（その他） 

売上高の状況は、材料・機器の販売事業が堅調に推移し、15億61百万円となった。 

 セグメント利益は、風力発電事業における風況と償却費負担の影響などから、17百万円のセグメント

損失となった。 

  

(2) 財政状態の分析 

資産合計は、手持工事の進捗に伴い、未成工事支出金は増加したが、受取手形・完成工事未収入金等

の売掛債権などが減少したことから、前連結会計年度末に比べ、112億94百万円減少し、2,012億67百万

円となった。 

 負債合計は、手持工事の進捗に伴い、未成工事受入金は増加したが、仕入債務の決済による支払手

形・工事未払金等の減少や借入金などが減少したことから、前連結会計年度末に比べ、102億28百万円

減少し、1,119億24百万円となった。 

 純資産合計は、配当金の支払や四半期純損失の計上による利益剰余金の減少に加え、株式市場の下落

によりその他有価証券評価差額金などが減少したことから、前連結会計年度末に比べ、10億66百万円減

少し、893億42百万円となった。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、89億25百万

円となった。 

 なお、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

である。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果減少した資金は、52億11百万円（前年同四半期連結会計期間比40億58百万円の支出額

の増加）となった。 

 これは、主に仕入債務の決済や手持工事の進捗に伴う未成工事支出金等への支出が、売上債権の回収

や未成工事受入金による収入を上回ったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は、21億12百万円（前年同四半期連結会計期間比20億89百万円の支出額

の増加）となった。 

 これは、主に有形固定資産や投資有価証券の取得によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は、9億78百万円（前年同四半期連結会計期間比5億36百万円の支出額の

増加）となった。 

 これは、主に有利子負債の返済によるものである。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

今後の見通しについては、景気停滞懸念の高まりを背景に、建設市場は低迷の域を脱することができ

ず、当社グループを取り巻く経営環境は厳しい状況が続くものと予測される。 

 このような環境認識の下、当社グループは、地域密着営業を始めとする営業活動の更なる強化・徹底

並びに、大胆なコスト削減への取組みを軸として、本年度の「目標利益の確保」に総力を結集してい

く。 

 同時に、経営の基本的課題に掲げた「コア事業分野の基盤強化と成長戦略の確立・実践」の基本的考

えに基づき、「景気の動きに左右されず安定的な利益を確保し得る企業」、「持続的に成長する企業」

創りに向けた取組みを推進していく。 

  

(5) 研究開発活動 

（設備工事業） 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、65百万円である。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はな

い。 

  また、子会社における研究開発活動は特段行われていない。 
  

（リース事業及びその他） 

研究開発活動は特段行われていない。 

  

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

経営成績に重要な影響を与える可能性がある要因としては、主に次のようなものがあると認識してい

る。 

 ① 設備工事業の分野における公共工事および民間企業の設備投資の動向 

 ② 工事材料価格の著しい変化 

 ③ 取引先の経営・財務状況の悪化 

 ④ 保有資産の時価や事業用不動産の収益性の著しい変化 

 ⑤ リース事業や不動産販売事業等における事業環境の変化 

 ⑥ 海外における当該国の経済情勢の変化や法令・規則等の変更 

 ⑦ 当社グループ退職年金資産の運用利回りの悪化や割引率の低下 

  

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループが取り組むべき課題は、コア事業分野における景気に連動して動く企業体質からの転換

並びに、激しく変化する経済社会の動向を読み取り、計画的・戦略的に新たな事業を創出し、持続的な

成長・発展を目指すことにある。 

 この課題認識に立脚し、当社グループは、「高収益体制の再構築と新たなる成長軌道の確立」をメイ

ンテーマとする新中期経営計画（平成22年度～平成26年度）を策定した。 

 今後は、本計画の重点課題の三本柱に位置付けた「高収益体制の再構築」「拡大再生産の実践」「未

来につなぐ人づくり」について、最終年度である５年後の創立70周年での完遂に向け、当社グループ一

丸となった取組みを展開していく所存である。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売

却等の計画はない。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はない。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000 

計 250,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 83,005,819 83,005,819 
東京証券取引所
 （市場第一部） 
 福岡証券取引所

単元株式数は
  1,000株である。

計 83,005,819 83,005,819 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年９月30日 ― 83,005 ― 7,901  ― 7,889
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(6) 【大株主の状況】 

 
(注)   当社は自己株式を8,769,809株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合10.56％）保有しているが、当該

自己株式は議決権の行使が制限されるため、上記の大株主から除いている。 

  

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通二丁目１－82 22,294 26.85 

九電工従業員持株会 福岡市南区那の川一丁目23－35 4,700 5.66 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 3,668 4.41 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13－１ 3,393 4.08 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８－11 2,370 2.85 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,045 2.46 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口９) 

東京都中央区晴海一丁目８－11 1,647 1.98 

九電工労組 福岡市南区那の川一丁目24番１号 1,300 1.56 

西日本鉄道株式会社 福岡市中央区天神一丁目11－17 1,142 1.37 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,133 1.36 

計 ― 43,694 52.64 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

 議決権制限株式(その他) ― ― ―

 完全議決権株式(自己株式等)

 (自己保有株式)
 普通株式 8,769,000 

― ―

 (相互保有株式)
 普通株式    45,000 

― ―

 完全議決権株式(その他) 
 普通株式 

73,399,000 
73,399 ―

 単元未満株式 
 普通株式 

792,819 
― １単元(1,000株)未満の株式

 発行済株式総数 83,005,819 ― ―

 総株主の議決権 ― 73,399 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

 (自己保有株式) 
 ㈱九電工 

福岡市南区那の川一丁目
 23－35 8,769,000 ― 8,769,000 10.56 

 (相互保有株式) 
 ㈱九建 

福岡市中央区清川二丁目
 13－６ 43,000 ― 43,000 0.05 

 (相互保有株式) 
 西技工業㈱ 

福岡市中央区渡辺通二丁目
 ９－22 2,000 ― 2,000 0.00 

計 ― 8,814,000 ― 8,814,000 10.62 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年
 ４月

 
 ５月

 
 ６月

 
 ７月

 
 ８月

 
 ９月

最高(円) 573 545 518 504 475 470 

最低(円) 540 473 480 462 430 432 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、並びに、当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係

る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 9,064 14,474

受取手形・完成工事未収入金等 39,623 51,833

リース債権及びリース投資資産 17,037 17,532

有価証券 ※4  953 903

未成工事支出金 ※7  23,573 ※7  16,685

不動産事業支出金 1,104 1,066

商品 1,083 963

材料貯蔵品 633 607

繰延税金資産 3,035 2,997

その他 2,345 2,309

貸倒引当金 △369 △485

流動資産合計 98,085 108,889

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） ※1, ※2  29,993 ※1, ※2  30,372

土地 26,598 26,618

その他（純額） ※1, ※2, ※3  9,731 ※1, ※2, ※3  8,754

有形固定資産合計 66,322 65,745

無形固定資産 995 1,074

投資その他の資産   

投資有価証券 ※4  21,656 ※4  22,541

長期貸付金 452 727

繰延税金資産 10,378 10,100

その他 8,259 8,516

貸倒引当金 △4,884 △5,032

投資その他の資産合計 35,863 36,853

固定資産合計 103,181 103,673

資産合計 201,267 212,562
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 33,422 42,984

短期借入金 12,162 12,890

未払法人税等 333 1,173

未成工事受入金 20,762 16,881

役員賞与引当金 49 135

工事損失引当金 ※7  182 ※7  207

その他 4,232 5,300

流動負債合計 71,146 79,574

固定負債   

長期借入金 11,237 12,019

長期未払金 1,338 1,461

退職給付引当金 25,162 26,098

役員退職慰労引当金 200 198

その他 2,840 2,801

固定負債合計 40,778 42,579

負債合計 111,924 122,153

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,901 7,901

資本剰余金 7,889 7,889

利益剰余金 76,276 76,725

自己株式 △3,864 △3,766

株主資本合計 88,202 88,750

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 301 820

為替換算調整勘定 △69 △65

評価・換算差額等合計 232 755

少数株主持分 907 902

純資産合計 89,342 90,409

負債純資産合計 201,267 212,562
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 91,134 87,240

その他の事業売上高 6,371 6,235

売上高合計 97,505 93,475

売上原価   

完成工事原価 81,841 79,880

その他の事業売上原価 5,432 5,471

売上原価合計 87,273 85,352

売上総利益   

完成工事総利益 9,293 7,359

その他の事業総利益 938 764

売上総利益合計 10,231 8,123

販売費及び一般管理費 ※１  8,466 ※１  8,784

営業利益又は営業損失（△） 1,765 △661

営業外収益   

受取利息 40 35

受取配当金 141 158

負ののれん償却額 13 －

持分法による投資利益 － 21

受取保険金及び配当金 354 403

その他 377 461

営業外収益合計 927 1,081

営業外費用   

支払利息 43 25

持分法による投資損失 42 －

訴訟関連費用 － 16

その他 51 10

営業外費用合計 136 52

経常利益 2,555 367
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 242 334

固定資産売却益 276 10

その他 71 8

特別利益合計 590 354

特別損失   

前期損益修正損 57 26

固定資産処分損 16 85

投資有価証券評価損 254 262

割増退職金 64 51

その他 110 53

特別損失合計 504 479

税金等調整前四半期純利益 2,641 241

法人税等 ※３  1,078 ※３  308

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △67

少数株主利益 15 9

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,546 △77
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 50,922 51,856

その他の事業売上高 3,190 3,231

売上高合計 54,112 55,087

売上原価   

完成工事原価 46,160 47,662

その他の事業売上原価 2,737 2,853

売上原価合計 48,898 50,516

売上総利益   

完成工事総利益 4,761 4,193

その他の事業総利益 452 378

売上総利益合計 5,214 4,571

販売費及び一般管理費 ※１  4,253 ※１  4,418

営業利益 961 152

営業外収益   

受取利息 21 16

受取配当金 4 1

負ののれん償却額 8 －

持分法による投資利益 － 19

受取保険金及び配当金 354 401

その他 184 222

営業外収益合計 572 661

営業外費用   

支払利息 22 14

持分法による投資損失 4 －

訴訟関連費用 － 11

その他 37 3

営業外費用合計 64 28

経常利益 1,470 785
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（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 234 214

固定資産売却益 274 10

その他 24 41

特別利益合計 532 266

特別損失   

前期損益修正損 39 10

固定資産処分損 2 79

投資有価証券評価損 44 226

事業整理損 68 －

割増退職金 11 25

その他 39 32

特別損失合計 206 374

税金等調整前四半期純利益 1,797 677

法人税等 ※３  546 ※３  399

少数株主損益調整前四半期純利益 － 278

少数株主利益 3 5

四半期純利益 1,247 272
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,641 241

減価償却費 1,302 1,634

負ののれん償却額 △13 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △225 △263

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は
減少）

△339 △933

受取利息及び受取配当金 △181 △194

支払利息 43 25

為替差損益（△は益） △0 0

持分法による投資損益（△は益） 49 △14

有形固定資産売却損益（△は益） △276 39

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 254 262

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △62 △4

売上債権の増減額（△は増加） 13,561 12,210

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

－ 494

未成工事支出金の増減額（△は増加） 364 △6,925

たな卸資産の増減額（△は増加） 309 △145

仕入債務の増減額（△は減少） △14,048 △9,562

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,318 3,881

未払消費税等の増減額（△は減少） 231 △451

その他 △306 460

小計 5,620 755

利息及び配当金の受取額 183 194

利息の支払額 △43 △25

法人税等の支払額 △516 △1,084

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,244 △160

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △78 △52

定期預金の払戻による収入 101 16

有形固定資産の取得による支出 △2,482 △2,677

有形固定資産の売却による収入 542 68

投資有価証券の取得による支出 △2,582 △698

投資有価証券の売却による収入 2,567 318

長期貸付けによる支出 △15 △45

長期貸付金の回収による収入 19 20

その他 △221 △283

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,149 △3,334

― 21 ―



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,116 88

長期借入れによる収入 1,800 2,900

長期借入金の返済による支出 △2,644 △4,497

自己株式の取得による支出 △6 △98

配当金の支払額 △370 △372

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

その他 △2 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,343 △1,987

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,250 △5,484

現金及び現金同等物の期首残高 12,813 14,360

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 49

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  11,563 ※１  8,925
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

   

 
  

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

 第１四半期連結会計期間より、株式会社ベイサイドプレイス博多は重要性が増したため、連結の範囲に含めてい

る。 

 48社 

２ 会計処理基準に関する事項の変更 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）

及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用

している。  

 これにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はない。 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ている。  

 これにより、営業損失、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はない。 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用している。 

(1)連結の範囲の変更

(2)変更後の連結子会社の数

 

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

(3)「企業結合に関する会計基準」等の適用
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【表示方法の変更】 

  

 

  

   

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

前第２四半期連結累計期間において、区分掲記していた「負ののれん償却額」（当第２四半期連結累計期間14百

万円）は、金額が僅少となったため、当第２四半期連結累計期間から営業外収益の「その他」に含めて表示するこ

ととした。 

前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「訴訟関連費用」は、営業外費用総

額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとした。なお、前第２四半期連結累

計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「訴訟関連費用」は16百万円である。 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示している。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローに区分掲記していた「負ののれん償却

額」（当第２四半期連結累計期間14百万円）は、金額が僅少となったため、当第２四半期連結累計期間から営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示することとした。 

前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「売上債権の増減額」に含めていた

「リース債権及びリース投資資産の増減額」は、前連結会計年度からの区分掲記により、当第２四半期連結累計期

間では区分掲記することとした。なお、前第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「売上

債権の増減額」に含まれる「リース債権及びリース投資資産の増減額」は389百万円である。  

 

 

 

 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日  至 平成22年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係） 

前第２四半期連結会計期間において、流動資産の「受取手形・完成工事未収入金等」に含めていた「リース債権

及びリース投資資産」は、前連結会計年度からの区分掲記により、当第２四半期連結会計期間では区分掲記するこ

ととした。なお、前第２四半期連結会計期間の流動資産の「受取手形・完成工事未収入金等」に含まれる「リース

債権及びリース投資資産」は17,947百万円である。 

前第２四半期連結会計期間において、区分掲記していた「負ののれん」（当第２四半期連結会計期間末45百万

円）は、金額が僅少となったため、当第２四半期連結会計期間から固定負債の「その他」に含めて表示することと

した。 

（四半期連結損益計算書関係） 

前第２四半期連結会計期間において、区分掲記していた「負ののれん償却額」（当第２四半期連結会計期間7百万

円）は、金額が僅少となったため、当第２四半期連結会計期間から営業外収益の「その他」に含めて表示すること

とした。 

前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「訴訟関連費用」は、営業外費用総

額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することとした。なお、前第２四半期連結会

計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「訴訟関連費用」は10百万円である。 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。 
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【簡便な会計処理】 
  

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日)

１ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっている。 

 
２ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用することとしている。   

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日)

１ 税金費用の計算 

当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用している。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示している。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１
 
有形固定資産の減価償却累計額 35,310百万円

  
有形固定資産の減価償却累計額 34,313百万円

※２ 国庫補助金による圧縮記帳額は、建物１百万円、

構築物75百万円、機械装置1,321百万円であり、四半

期連結貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除し

ている。 

国庫補助金による圧縮記帳額は、建物１百万円、

構築物75百万円、機械装置1,321百万円であり、連結

貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控除してい

る。 

※３ リース賃貸資産から直接控除したリース賃貸資産

処分損失引当金は、次のとおりである。 

 2百万円

リース賃貸資産から直接控除したリース賃貸資産

処分損失引当金は、次のとおりである。 

1百万円

※４ 有価証券は投資損失引当金を41百万円、投資有価

証券は投資損失引当金を290百万円、それぞれ控除し

て表示している。 

投資有価証券は投資損失引当金338百万円を控除し

て表示している。 

 ５ 偶発債務については、次のとおり債務の保証を行

っている。 

(1)㈱西日本シティ銀行 

九電工共済会(当社の福利厚生団体) 

 
(2)㈱みずほコーポレート銀行 

 
(3)㈱日本政策投資銀行 

借入契約 0百万円

渥美グリーンパワー㈱  

借入保証 1,044百万円

長島ウインドヒル㈱  

借入保証 493百万円

 計 1,538百万円

偶発債務については、次のとおり債務の保証を行

っている。 

(1)㈱西日本シティ銀行他１行 

九電工共済会(当社の福利厚生団体) 

 
(2)㈱みずほコーポレート銀行 

 
(3)㈱日本政策投資銀行 

   

借入契約 2百万円

渥美グリーンパワー㈱  

借入保証 1,088百万円

長島ウインドヒル㈱  

借入保証 512百万円

計 1,602百万円

 ６
 
受取手形裏書譲渡高 11百万円

  
受取手形裏書譲渡高 27百万円

※７ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係

る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す

る額は87百万円である。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係

る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す

る額は102百万円である。 

 ８ （当社貸手側） 

当社は、ＰＦＩ事業会社(９社)への協調融資にお

ける劣後貸出人として同９社と劣後貸付契約を締結

している。 

なお、貸出コミットメントの総額は151百万円であ

るが、当第２四半期連結会計期間末における実行残

高はない。 

（当社貸手側） 

当社は、ＰＦＩ事業会社(６社)への協調融資にお

ける劣後貸出人として同６社と劣後貸付契約を締結

している。 

なお、貸出コミットメントの総額は105百万円であ

るが、当連結会計年度末における実行残高はない。 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

 

 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日)

 ※１ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 3,792百万円

退職給付費用 267百万円

貸倒引当金繰入額 79百万円

減価償却費 368百万円

このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 3,942百万円

退職給付費用 241百万円

減価償却費 380百万円

 

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である設備

工事業において、契約により工事の完成引渡しが第

４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四

半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間にお

ける売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上

高が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

―――――――

 ※３ 「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」は一括して「法人税等」と記載している。 

同左

 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日  至 平成22年９月30日)

 ※１ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 1,893百万円

退職給付費用 107百万円

貸倒引当金繰入額 54百万円

減価償却費 183百万円

このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 2,011百万円

退職給付費用 125百万円

減価償却費 191百万円

 

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である設備

工事業において、契約により工事の完成引渡しが第

４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四

半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間にお

ける売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上

高が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

―――――――

 ※３ 「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」は一括して「法人税等」と記載している。 

同左

 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  至 平成22年９月30日)

 ※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金預金勘定 13,984百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,421百万円

現金及び現金同等物 11,563百万円

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 

現金預金勘定 9,064百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △139百万円

現金及び現金同等物 8,925百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１

日 至 平成22年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  
  
２ 自己株式に関する事項 

 
  
  
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はない。 

  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
    

  

  

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 83,005,819 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,788,470 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月12日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 372 ５ 平成22年３月31日 平成22年６月９日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年10月29日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 371 ５ 平成22年９月30日 平成22年12月１日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
  

(注)１ 事業の区分は、日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

   ２ 各事業の区分に属する主要な事業の内容 

     設備工事業   ： 配電線工事及び建築設備工事全般に関する事業 

     リース事業   ： 自動車・ＯＡ機器・情報通信機器等のリース事業 

     その他の事業   ： 不動産販売事業、電気及び空調管機器販売事業、ソフトウェア開発事業、 

                       風力発電事業、人材派遣事業、遠隔画像診断支援サービス、ゴルフ場経営等 

   ３ 会計処理基準に関する事項の変更  

   前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結 

  会計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用している。この変更に伴い、従来の方法に比較して、 

  当第２四半期連結累計期間の設備工事業の売上高が20億80百万円、営業利益が55百万円増加している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

  前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日） 

  全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

  前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累

計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 
設備工事業 
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

  (1) 外部顧客に対する 
      売上高 50,922 1,835 1,354 54,112 ― 54,112 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 624 634 3,317 4,576 (4,576) ―

計 51,546 2,469 4,672 58,688 (4,576) 54,112 

営業利益 799 155 90 1,045 (83) 961 

 
設備工事業 
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 91,134 3,614 2,756 97,505 ― 97,505 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 644 1,388 6,537 8,571 (8,571) ―

計 91,779 5,003 9,294 106,076 (8,571) 97,505 

営業利益 1,494 184 118 1,797 (32) 1,765 
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【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となって

いるものである。 

当社グループは、本社において中長期的な事業戦略を立案し、地域に根ざした事業所を中心に、連結グ

ループ各社と協力しながら、設備工事全般の事業活動を展開している。 

また、異業種ではリース事業をはじめ、工事に関連する材料並びに機器の販売事業、不動産販売事業、

風力発電事業等、それぞれ連結グループ各社が独立した経営単位として、事業活動を展開している。 

従って、当社グループは、事業別のセグメントから構成されており、事業活動の内容等、適切な情報を

提供するため、経済的特徴やサービス等の要素が概ね類似する複数の事業セグメントを集約し、「設備工

事業」及び「リース事業」の２つを報告セグメントとしている。 

「設備工事業」は、主に配電線工事・屋内配線工事・電気通信工事等の電気工事並びに空気調和・冷暖

房・給排水衛生設備・水処理工事等の空調管工事の設計・施工を行っている。 

「リース事業」は、株式会社キューコーリースにおいて、自動車・ＯＡ機器・情報通信機器等のリース

を行っている。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月1日  至  平成22年９月30日) 

 
(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事に関連する材料並びに機器の

販売事業、不動産販売事業、風力発電事業、人材派遣事業、ソフト開発事業、医療関連事業、ゴルフ場経営、

ビジネスホテル経営等を含んでいる。 

   ２ セグメント利益又は損失の調整額△80百万円は、セグメント間取引消去である。 

   ３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。 

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 

 （注３）設備工事業 リース事業 計

売上高     

  外部顧客への売上高 87,240 3,429 90,669 2,805 93,475 － 93,475 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 175 1,384 1,559 6,176 7,735 △7,735 －

計 87,415 4,814 92,229 8,982 101,211 △7,735 93,475 

セグメント利益又は損失(△) △827 310 △516 △63 △580 △80 △661
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事に関連する材料並びに機器の

販売事業、不動産販売事業、風力発電事業、人材派遣事業、ソフト開発事業、医療関連事業、ゴルフ場経営、

ビジネスホテル経営等を含んでいる。 

   ２ セグメント利益又は損失の調整額△58百万円は、セグメント間取引消去である。 

   ３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用している。 

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）設備工事業 リース事業 計

売上高     

  外部顧客への売上高 51,856 1,670 53,526 1,561 55,087 － 55,087 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 90 706 797 3,300 4,097 △4,097 －

計 51,946 2,377 54,323 4,861 59,185 △4,097 55,087 

セグメント利益又は損失(△) 13 214 228 △17 210 △58 152 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

   

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

   

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失 

第２四半期連結累計期間 

 
(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

   ２. １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎 

   

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 1,191.56円
 

1,202.57円

項目
当第２四半期連結会計期間末   

(平成22年９月30日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 89,342 90,409 

普通株式に係る純資産額(百万円) 88,434 89,506 

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 907 

 
902 

 

 普通株式の発行済株式数(千株) 83,005 83,005 

 普通株式の自己株式数(千株) 8,788 8,576 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(千株) 74,217 74,429 

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益 20.78
 

１株当たり四半期純損失 1.04円

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日)

四半期純利益 
又は四半期純損失（△）(百万円) 1,546 △77

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(百万円) 1,546 △77

普通株式の期中平均株式数(千株) 74,438 74,392 
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第２四半期連結会計期間 

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

   ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 
  

 

  

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

 
(注) 平成22年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 16.75円
 

１株当たり四半期純利益 3.67円

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日)

四半期純利益(百万円) 1,247 272 

普通株式に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,247 272 

普通株式の期中平均株式数(千株) 74,436 74,367 

   該当事項はない。

２ 【その他】

 (1) 決議年月日 平成22年10月29日

 (2) 配当金総額 371百万円

 (3) １株当たりの額 ５円

 (4) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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平成21年11月９日

株式会社九電工 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社九電工の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社九電工及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
追記情報 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、第１四半

期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用し

ている。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社員 

公認会計士  奥  村  勝  美  ㊞ 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社員 

公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年11月９日

株式会社九電工 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社九電工の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社九電工及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社員 

公認会計士  奥  村  勝  美  ㊞ 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社員 

公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 株式会社九電工 

【英訳名】 KYUDENKO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  橋 田 紘 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 福岡県福岡市南区那の川一丁目23番35号 

【縦覧に供する場所】 株式会社九電工東京本社 

  (東京都豊島区東池袋三丁目１番１号(サンシャイン60)) 

 株式会社九電工大阪支店 

  (大阪市北区豊崎五丁目６番２号(北梅田大宮ビル)) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 証券会員制法人福岡証券取引所 

  (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 



当社代表取締役社長橋田紘一は、当社の第83期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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